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平成 2 8 年度埼玉県流域下水道事業会計の補正予算（ 第 1 号 ）に関する説明書

平成 2 8 年度埼玉県流域下水道事業会計予算実施変更計画

資 本 的 収 入 及 び 支 出

収 入 （単位　　千円）

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

1 資 本 的 収 入

5,763,480

27,255,008 108,000 27,363,008

1 建 設 補 助 金 12,909,301 66,000 12,975,301

1 国 庫 補 助 金

2 建 設 負 担 金

1

12,975,30112,909,301

工 事 負 担 金

5,742,480

5,742,480

21,000

21,000

3 企 業 債

1 企 業 債

7,783,000

7,783,000 7,804,000

5,763,480

21,000

21,000

7,804,000

66,000
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108,000

支 出 （単位　　千円）

款 項 目 既 決 予 定 額 補 正 予 定 額 計

1 資 本 的 支 出 32,428,194 108,000 32,536,194

1 建 設 改 良 費 24,758,341 24,866,341

1
荒川左岸 南部 流域
下 水 道 事 業 費

6,912,479 3,000 6,915,479

3
荒 川 右 岸 流 域
下 水 道 事 業 費

4,927,611 102,000 5,029,611

7
市 野 川 流 域
下 水 道 事 業 費

3,000294,582 297,582
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利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 1,464,000

利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 の 支 払 額 △ 1,788,907,000

業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 4,157,267,741

支 払 利 息 及 び 企 業 債 取 扱 諸 費 1,788,907,000

未 収 金 の 増 減 額 （ △ は 増 加 ） 272,096,319

長 期 前 受 金 戻 入 額 △ 19,502,126,000

受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △ 1,464,000

568,803,000

賞 与 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 1,791,659

155,422,000

当 年 度 純 利 益 （ △ は 純 損 失 ） △ 942,677,741

23,770,004,000

資 産 減 耗 費

平成 2 8 年度埼玉県流域下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

（平成 2 8 年 4 月 1 日 から 平成 2 9 年 3 月 3 1 日 まで）

（単位　　円）

1 業 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ）

未 払 金 の 増 減 額 （ △ は 減 少 ） 71,371,504

△ 237,417,000維持管理負担金繰越金の増減額（△は減少）

小 計 5,944,710,741
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1,991,127,910

資 金 期 首 残 高

13,008,070,901資 金 期 末 残 高

1,000

一 般 会 計 又 は 他 の 特 別 会 計 か ら の 繰 入 金 に よ る 収 入

有 形 固 定 資 産 の 売 却 に よ る 収 入

196,993,000

3 財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

2 投 資 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー

11,016,942,991

財 務 活 動 に よ る キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 3,908,281,000

資 金 増 加 額 （ 又 は 減 少 額 ）

他 会 計 か ら の 出 資 に よ る 収 入 623,134,000

10,955,000,000建 設 改 良 費 等 の 財 源 に 充 て る た め の 企 業 債 に よ る 収 入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 7,669,853,000

△ 6,074,420,831

国 庫 補 助 金 等 に よ る 収 入 24,729,329,000

有 形 固 定 資 産 の 取 得 に よ る 支 出 △ 31,000,743,831
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ホ

162,261,706,093

△73,515,801,400

59,188,388

△36,281,543

139,314,312

機 械 及 び 装 置

平成 2 8 年度埼玉県流域下水道事業予定貸借対照表

（平成 2 9 年 3 月 3 1 日）

資 産 の 部 （単位　　円）

1 固 定 資 産

(2) 無 形 固 定 資 産

減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 合 計

減 価 償 却 累 計 額

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

22,906,845

車 両 運 搬 具

ニ

312,114,588,212減 価 償 却 累 計 額

88,745,904,693

(1) 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 65,736,738,028

45,769,803,034

85,947,323

ロ

31,784,691,467△13,985,111,567

387,733,525,164

△75,618,936,952

建 物

減 価 償 却 累 計 額

ハ 構 築 物

ト 建 設 仮 勘 定 41,841,559,851

540,332,336,419

△53,366,989
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イ

企 業 債 合 計

(2) 引 当 金

イ

イ 84,370,000

651,506,992

負 債 の 部

無 形 固 定 資 産 合 計

ロ

地 上 権

電 話 加 入 権 1,726,700

イ

10,027,259

540,426,733,678

83,671,708,438

83,671,708,438

(1) 現 金 預 金

(2) 未 収 金 6,093,000,000

13,008,070,901

19,101,070,901

84,370,000

8,300,559

固 定 資 産 合 計

出 資 金

(3) 投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産 合 計

2 流 動 資 産

資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

559,527,804,579

固 定 負 債

(1)

3

企 業 債

建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金
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△96,124,405,238 271,115,570,490

21,325,247,897

106,743,701

ロ 修 繕 引 当 金 3,800,000,000

企 業 債 合 計

(4) 引 当 金

77,103,000

8,019,865,000

4 流 動 負 債

(2) 未 払 金

84,323,215,430

(1) 企 業 債

3,877,103,000

651,506,992

イ
建 設 改 良 費 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

(3)

イ 賞 与 引 当 金

8,765,000,000

556,536,196

5 繰 延 収 益

維 持 管 理 負 担 金 繰 越 金

8,019,865,000

引 当 金 合 計

固 定 負 債 合 計

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

(5) そ の 他 流 動 負 債

(1)

(2) 工 事 負 担 金 長 期 前 受 金 130,213,808,128

国 庫 補 助 金 長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

収 益 化 累 計 額 △32,285,740,679 97,928,067,449

367,239,975,728
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剰 余 金 合 計 73,277,010,380

利 益 剰 余 金 合 計 5,576,546,631

イ 当年度未処分利益剰余金 5,576,546,631

(2) 利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計 67,700,463,749

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 15,237,011,647

ハ 受 贈 財 産 評 価 額 2,889,661,354

ロ 工 事 負 担 金 12,650,033,146

イ 国 庫 補 助 金 36,923,757,602

(1) 資 本 剰 余 金

7 剰 余 金

資 本 の 部

6 資 本 金 6,103,343,788

負 債 合 計 480,147,450,411

1,158,007,066

繰 延 収 益 合 計 374,498,987,084

収 益 化 累 計 額

(4) 他会計補助金長期前受金

収 益 化 累 計 額

1,399,882,636

(3) 受贈財産評価額長期前受金 6,304,036,710

△2,006,694,631 4,297,342,079

△241,875,570
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資 本 合 計 79,380,354,168

負 債 資 本 合 計 559,527,804,579
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注記 

１ 重要な会計方針 

  (1) 固定資産の減価償却の方法 

 ア 有形固定資産 

 定額法によっている。 

(2) 引当金の計上方法 

 ア 退職給付引当金 

   職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上している。 

  なお、会計基準変更時の差異（1,113,892,992円）については、平成２６年度から職員の退職までの平均残余勤務年数（１３年）

にわたり、均等額を費用処理している。 

   イ 修繕引当金 

     地方公営企業法施行規則等の一部を改正する省令（平成２４年総務省令第６号）附則第４条（引当金に関する経過措置）の規定に

基づき、平成２５年度末の修繕引当金を引き続き計上している。 

     なお、平成２５年度までの計上基準は、以下のとおりとなっている。 

     あらかじめ定めた予定基準額の全額を計上している。 

ウ 賞与引当金 

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月ま

での４か月分）を計上している。 

(3) 消費税等の会計処理方法 

 ア 予算実施変更計画については税込処理方式によっている。 

 イ 財務諸表については税抜処理方式によっている。 
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   なお、特定収入をもって賄われる資本的支出に係る控除対象外消費税等については特定収入と相殺している。 

２ 予定キャッシュ・フロー計算書関連 

該当事項はない。 

３ 予定貸借対照表関連 

(1) 企業債の償還に係る他会計の負担 

 予定貸借対照表に計上されている企業債（１年内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 

76,773,910,886円である。 

４ セグメント情報の開示 

  単一の事業を運営しているため、開示すべきセグメント情報はない。 

５ リース契約により使用する固定資産 

(1) リース会計に係る特例措置 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、引き続き通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理に 

よっている。 

(2) 賃貸借処理を行っている所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る未経過リース料相当額 

 １年内      106,569,488円 

 １年超    1,952,730,364円 

  計      2,059,299,852円 

６ その他 

(1) 引当金の取崩し 

 ア 賞与引当金 

    当年度において、期末・勤勉手当として112,967,341円を支給するため、賞与引当金75,311,341円を取り崩している。 


